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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
電極線材料を製造する方法であって、
　1）メッキ電極線を提供し、前記メッキ電極線を熱処理し、熱処理された電極線を得る
工程、
　2）工程1）で得られた熱処理された電極線を引張処理し、引張処理された電極線を得る
工程、および
　3）工程2）で得られた引張処理された電極線を焼鈍処理し、前記電極線材料を得る工程
、
　を含み、
　熱処理前のメッキ層は亜鉛メッキであり厚さは５～１０μｍであり、
　工程1）において、前記熱処理の熱処理温度が、550～750℃で行われ、
　工程1）において、前記熱処理の前記熱処理温度における熱処理時間が、5s～60sであり
、
　前記電極線材料は、表面に魚の鱗様の外見を有し、鱗は線材料の長手方向に対して、平
均的に両側方向に同様に傾いた方向に向いた溝に囲まれた鱗状微細組織層を有し、かつ
　i） 内層である合金基体層、
　ii） 中間層である相互拡散層、および
　iii） 外層であるメッキ層
　を含み、かつ冷却液に対する接触角は105～150°である、電極線材料であって、
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　前記電極線材料の引張強度は1100～1200MPaであり、
　前記鱗状微細組織層の厚さは2～20μｍであり、
　前記合金基体層は、銅および亜鉛を含む元素で作られ、
　前記相互拡散層は、銅および亜鉛を含む元素で作られ、
　前記メッキ層は、銅および亜鉛を含む元素で作られる、
　ものであることを特徴とする前記方法。
【請求項２】
　前記電極線材料の冷却液に対する接触角が107～140°であることを特徴とする請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
　前記電極線材料では、前記内層の直径は0.15～0.6mmで、かつ/または
中間層の厚さは5～30μｍで、かつ/または
外層の厚さは2～20μｍである、
ことを特徴とする請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　前記鱗状微細組織層の厚さが3～18μmであることを特徴とする請求項１～３のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記電極線材料の伸び率が1～5％であることを特徴とする請求項１～４のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項６】
　工程2）における前記引張処理が、潤滑油槽で行われ、かつ/または
　工程2）における前記引張処理が、室温で行われ、かつ/または
　工程2）における前記引張処理の引張速度が、600～1500m/minである、
　ことを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　工程3）における前記焼鈍処理の焼鈍処理温度が、20～100℃で、かつ/または
　工程3）における前記焼鈍処理の前記焼鈍処理温度における焼鈍処理時間が、1s～20sで
ある、
　ことを特徴とする請求項１～６のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、材料の分野に関し、具体的に、鱗状微細組織の電極線材料およびその製造方
法と使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ワイヤ放電加工は、主に金型の製造に使用され、同時に成形カッター、精密部品および
特殊材料の加工に幅広く応用されてきており、ワイヤ放電加工の切断速度が生産効率に影
響するため、どのように線材の切断速度を向上させるかということはずっと関連分野の重
要な研究方向である。
　設備、加工プロセスおよび電極線の切断では、電極線の材質、表面状態および熱物理的
特性は切断効率に影響する要素である。切断の過程において、電極線は大量の熱を吸収し
て熱溶断が生じやすいため、電極線の冷却効率の向上が要求される。同時に、切粉は切断
の領域に堆積しやすいため、切粉の順調な排除が要求される。
　日々高まる市場の需要を満足させるため、本分野では、切断性能が優れた新規な電極線
材料およびその製造方法の開発が切望されている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
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　本発明の目的は、切断性能が優れた新規な電極線材料およびその製造方法を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の第一の側面では、表面に鱗状微細組織層を有し、かつ
　i） 内層である合金基体層、
　ii） 中間層である相互拡散層、および
　iii） 外層であるメッキ層
　を含み、かつ冷却液に対する接触角は105～150°である、
　電極線材料を提供する。
【０００５】
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の冷却液に対する接触角は107～140°で
ある。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の冷却液に対する接触角は110～135°、
好ましくは112～130°である。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の直径は、0.05～1mmで、好ましくは0.1
～0.8mmで、より好ましくは0.15～0.6mmである。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料では、前記内層の直径は0.15～0.6mmで
、かつ/または
　中間層の厚さは5～30μｍで、かつ/または
　外層の厚さは2～20μｍである。
【０００６】
　もう一つの好適な例において、前記内層の直径は0.15～0.4mmである。
　もう一つの好適な例において、前記中間層の厚さは10～20μｍである。
　もう一つの好適な例において、前記外層の厚さは4～10μｍである。
　もう一つの好適な例において、前記鱗状微細組織層の厚さは2～20μｍである。
　もう一つの好適な例において、前記鱗状微細組織層の厚さは3～18μm、好ましくは5～1
5μｍである。
【０００７】
　もう一つの好適な例において、前記合金基体層を構成する元素は、銅、亜鉛、スズ、鉛
、またはこれらの組み合わせからなる群から選ばれる。
　もう一つの好適な例において、前記相互拡散層を構成する元素は、銅、亜鉛、スズ、鉛
、またはこれらの組み合わせからなる群から選ばれる。
　もう一つの好適な例において、前記メッキ層を構成する元素は、銅、亜鉛、スズ、鉛、
またはこれらの組み合わせからなる群から選ばれる。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の引張強度は、900～1200MPaで、好まし
くは1100MPa～1200MPaである。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の伸び率は1～5％、好ましくは3～5％で
ある。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料は、本発明の第二の側面に記載方法で製
造されたものである。
【０００８】
　本発明の第二の側面では、本発明の第一の側面に記載の電極線材料の製造方法であって
、
　1）メッキ電極線を提供し、前記メッキ電極線を熱処理し、熱処理された電極線を得る
工程、
　2）工程1）で得られた熱処理された電極線を引張処理し、引張処理された電極線を得る
工程、および
　3）工程2）で得られた引張処理された電極線を焼鈍処理し、本発明の第一の側面に記載
の電極線材料を得る工程、
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　を含む方法を提供する。
【０００９】
　もう一つの好適な例において、前記メッキ電極線は、コア層である合金層と、前記コア
層の表面に位置する金属メッキ層とを含む。
　もう一つの好適な例において、前記合金層を構成する材料は、銅合金、ステンレス鋼か
らなる群から選ばれる。
　もう一つの好適な例において、前記金属メッキ層を構成する金属は、亜鉛、銅、スズ、
鉛、またはこれらの組み合わせからなる群から選ばれる。
　もう一つの好適な例において、前記メッキ電極線の直径は、0.01～5mmで、好ましくは0
.05～3mmで、より好ましくは0.1～2mmである。
　もう一つの好適な例において、前記金属メッキ層の厚さは、1～50μm、より好ましくは
2～30μm、さらに好ましくは4～15μmである。
【００１０】
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の熱処理温度は、550～850
℃で、かつ/または
　工程1）における前記熱処理の前記熱処理温度における熱処理時間は、5s～60sである。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の処理温度は、580～830℃
、好ましくは600～800℃である。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の前記熱処理温度における
熱処理時間は、8s～55s、好ましくは10s～50sである。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の処理方式は、抵抗加熱、
輻射加熱、またはこれらの組み合わせからなる群から選ばれる。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の処理方式は、抵抗加熱と
輻射加熱の複合加熱方式である。
【００１１】
　もう一つの好適な例において、前記抵抗加熱はメッキ電極線自身の抵抗による発熱で行
われ、抵抗加熱を使用する場合、前記メッキ電極線に印加する出力は、0.1～10kW、好ま
しくは0.3～5kWである。
　もう一つの好適な例において、前記輻射加熱区間の輻射処理温度は、550～850℃、好ま
しくは600～800℃である。
　もう一つの好適な例において、前記輻射処理温度における輻射処理時間は、5～60s、好
ましくは15～30sである。
　もう一つの好適な例において、前記熱処理された電極線の直径は、0.03～5mmで、好ま
しくは0.05～4.5mmである。
　もう一つの好適な例において、前記熱処理された電極線は、第1の内層、第1の中間層お
よび第1の外層を含む。
　もう一つの好適な例において、第1の内層の直径は、0.02～4mmで、好ましくは0.5～3mm
である。
　もう一つの好適な例において、第1の中間層の厚さは3～30μm、好ましくは5～20μｍで
ある。
　もう一つの好適な例において、第1の外層の厚さは2～20μm、好ましくは5～10μｍであ
る。
【００１２】
　もう一つの好適な例において、工程2）における前記引張処理は、潤滑油槽で行われ、
かつ/または
　工程2）における前記引張処理は、室温で行われ、かつ/または
　工程2）における前記引張処理の引張速度は、600～1500m/minである。
　もう一つの好適な例において、工程2）における前記引張処理の引張速度は、700～1400
m/min、好ましくは800～1300m/minである。
　もう一つの好適な例において、前記引張処理された電極線の直径は、0.1～1mmで、好ま
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しくは0.15～0.6mmである。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理の焼鈍処理温度は、20～1
00℃で、かつ/または
　工程3）における前記焼鈍処理の前記焼鈍処理温度における焼鈍処理時間は、1s～20sで
ある。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理の焼鈍処理温度は、30～8
0℃、好ましくは35～70℃である。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理の前記焼鈍処理温度にお
ける焼鈍処理時間は、3s～15s、好ましくは4～10sである。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理は、コイリング銅ロール
を電気加熱することによって行われ、焼鈍処理時の電圧は10～50Vで、電流は5～30Aであ
る。
【００１３】
　本発明の第三の側面では、本発明の第一の側面に記載の電極線材料の使用であって、精
密切断における使用を提供する。
　
　本発明の第四の側面では、本発明の第一の側面に記載の電極線材料を含むか、または本
発明の第一の側面に記載の電極線材料で製造された製品を提供する。
【００１４】
　もちろん、本発明の範囲内において、本発明の上記の各技術特徴および下記（たとえば
実施例）の具体的に記述された各技術特徴は互いに組合せ、新しい、または好適な技術方
案を構成できることが理解される。紙数に限りがあるため、ここで逐一説明しない。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図1は、本発明に係る鱗状微細組織の電極線材料の構造概要図である。
【図２】図2は、本発明に係る製造方法のプロセス概要図である。
【図３】図3は、実施例1における熱処理された3層構造の線材素材1のSEM断面プロフィー
ル測定の結果である。
【図４】図4は、実施例1で得られた電極線材料1のSEM表面プロフィール測定の結果である
。ここで、(a)は魚の鱗のプロフィールで、(b)は電極線材料1の拡大したSEM表面プロフィ
ールである。
【図５】図5は、実施例1で得られた電極線材料1のSEM断面プロフィール測定の結果である
。
【図６】図6は、銅合金線材、銅合金線材1および電極線材料1の冷却液と接触角の測定結
果である。ここで、(a)は銅合金線材で、(b)は銅合金線材1で、(c)および(d)は鱗状微細
組織電極線材料1である。
【００１６】
【図７】図7は、銅合金線材、銅合金線材1および電極線材料1の相対切断速度の比較図で
ある。
【図８】図8は、工具鋼の試料がそれぞれ銅合金線材1および電極線材料1によって同様の
切断速度で切断された後の3次元プロフィール測定の結果である。ここで、(a)は銅合金線
材1によって切断された後の試料の3次元プロフィールで、(b)は鱗状微細組織電極線材料1
によって切断された後の3次元プロフィールである。
【図９】図9は、実施例2～4で得られた電極線材料2～4のSEM表面プロフィール測定の結果
である。ここで、(a)は電極線材料2で、(b)は電極線材料3で、(c)は電極線材料4である。
【図１０】図10は、比較例1で得られた電極線材料C1のSEM表面プロフィール測定の結果で
ある。
【図１１】図11は、比較例2で得られた電極線材料C2のSEM表面プロフィール測定の結果で
ある。
【発明を実施するための形態】
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【００１７】
　本発明者は長期間にわたって深く研究したところ、特定の製造プロセスによって特殊な
生物模倣構造を有する電極線材料を得た。具体的に、本発明者は特定の熱処理プロセスに
特定の引張プロセスを組み合わせて鱗状微細組織の表面プロフィールを有する電極線材料
を製造したが、当該材料は表面の多孔プロフィールによって電極線材料と切断される試料
の抵抗力が顕著に低下し、かつ切削過程における切粉の排出および冷却液の循環効果を有
効に改善し、最終的に電極線の切断速度を向上させることができる。これに基づき、発明
者らが本発明を完成した。
【００１８】
　用語
　本明細書で用いられるように、用語「冷却液」とは、金属の切削、研磨の加工過程にお
いて切削の工具および加工部材を冷却・潤滑する工業用液体で、同時に優れた冷却性能、
潤滑性能、防錆性能、除油洗浄機能および防腐機能を備える。
【００１９】
　電極線材料
　本発明は、表面に鱗状微細組織層を有し、かつ
　i） 内層である合金基体層、
　ii） 中間層である相互拡散層、および
　iii） 外層であるメッキ層
　を含み、かつ冷却液に対する接触角は105～150°である、
　電極線材料を提供する。
【００２０】
　図1は、本発明に係る鱗状微細組織の電極線材料の構造概要図である。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の冷却液に対する接触角は107～140°で
ある。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の冷却液に対する接触角は110～135°、
好ましくは112～130°である。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の直径は、0.05～1mmで、好ましくは0.1
～0.8mmで、より好ましくは0.15～0.6mmである。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料では、前記内層の直径は0.15～0.6mmで
、かつ/または
　中間層の厚さは5～30μｍで、かつ/または
　外層の厚さは2～20μｍである。
【００２１】
　もう一つの好適な例において、前記内層の直径は0.15～0.4mmである。
　もう一つの好適な例において、前記中間層の厚さは10～20μｍである。
　もう一つの好適な例において、前記外層の厚さは4～10μｍである。
　もう一つの好適な例において、前記鱗状微細組織層の厚さは2～20μｍである。
　もう一つの好適な例において、前記鱗状微細組織層の厚さは3～18μm、好ましくは5～1
5μｍである。
【００２２】
　それは、前記鱗状微細組織層の厚さが20μm超の場合、鱗状微細組織層の微細構造の深
さが浅いため、電極線と冷却液の接触角が小さくなり、電極線の切断速度が低下する。前
記鱗状微細組織層の厚さが2μm未満の場合、鱗状微細組織層が薄くて効果がなくなるのが
早いため、電極線の切断速度を有効に向上させることができなくなる。
　本発明において、前記電極線材料では、前記内層、中間層および外層の元素は熱拡散作
用によるものであるため、その中の元素にある程度の濃度勾配が存在する。
【００２３】
　もう一つの好適な例において、前記合金基体層を構成する元素は、銅、亜鉛、スズ、鉛
、またはこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されない。
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　もう一つの好適な例において、前記相互拡散層を構成する元素は、銅、亜鉛、スズ、鉛
、またはこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されない。
　もう一つの好適な例において、前記メッキ層を構成する元素は、銅、亜鉛、スズ、鉛、
またはこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されない。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の引張強度は、900～1200MPaで、好まし
くは1100MPa～1200MPaである。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料の伸び率は1～5％、好ましくは3～5％で
ある。
　もう一つの好適な例において、前記電極線材料は、本発明に係る方法で製造されたもの
である。
【００２４】
　本発明において、前記電極線材料は表面に特殊な鱗状微細組織を有するため、当該電極
線材料は冷却液に対してより大きい接触角を有することで、冷却液の冷却効果を顕著に改
善し、かつ切断速度を大幅に向上させることができる。
【００２５】
　製造方法
　また、本発明は、前記電極線材料の製造方法であって、
　1）メッキ電極線を提供し、前記メッキ電極線を熱処理し、熱処理された電極線を得る
工程、
　2）工程1）で得られた熱処理された電極線を引張処理し、引張処理された電極線を得る
工程、および
　3）工程2）で得られた引張処理された電極線を焼鈍処理し、前記電極線材料を得る工程
、
　を含む方法を提供する。
　図2は、本発明に係る製造方法のプロセス概要図である。
【００２６】
　もう一つの好適な例において、前記メッキ電極線は、コア層である合金層と、前記コア
層の表面に位置する金属メッキ層とを含む。
　もう一つの好適な例において、前記合金層を構成する材料は、銅合金、ステンレス鋼を
含むが、これらに限定されない。
　もう一つの好適な例において、前記金属メッキ層を構成する金属は、亜鉛、銅、スズ、
鉛、またはこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されない。
　もう一つの好適な例において、前記メッキ電極線の直径は、0.01～5mmで、好ましくは0
.05～3mmで、より好ましくは0.1～2mmである。
　もう一つの好適な例において、前記金属メッキ層の厚さは、1～50μm、より好ましくは
2～30μm、さらに好ましくは4～15μmである。
【００２７】
　もちろん、本発明において、工程1）における前記メッキ電極線の金属メッキ層の厚さ
の選択は後の熱処理工程および引張工程に大きく影響する。金属メッキ層の厚さが50μm
超の場合、熱処理の過程において、前記金属メッキ層は内層の基体層とうまく相互拡散が
できなくなり、上記相互拡散が足りない線材素材は後の引張工程で顕著な鱗状微細組織構
造が得られなくなる。前記金属メッキ層の厚さが1μm未満の場合、亜鉛メッキ層が高温で
溶融・昇華して失われることで、基体と相互拡散ができなくなり、鱗状微細組織構造の製
造に影響し、最終的に電極線の切断速度に影響する。
【００２８】
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の熱処理温度は、550～850
℃で、かつ/または
　工程1）における前記熱処理の前記熱処理温度における熱処理時間は、5s～60sである。
　もちろん、本発明に係る製造方法において、工程1）における前記熱処理の処理温度の
範囲および処理時間の範囲は最終的に得られる電極線材料の性能にも大きく影響する。熱
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処理温度が550℃未満の場合、前記熱処理を経て得られた電極線材料は鱗状微細構造が見
られなくなる。熱処理温度が850℃超の場合、熱処理の過程において、前記金属メッキ層
は顕著に溶融・揮発し、最終的に得られる電極線材料は同様に顕著な鱗状微細構造が見ら
れなくなる。前記熱処理温度における熱処理時間が60s超の場合、金属メッキ層は顕著に
溶融・揮発しやすく、最終的に得られる電極線材料は同様に顕著な鱗状微細構造が見られ
なくなる。前記熱処理温度における熱処理時間が5s未満の場合、前記最終的に得られる電
極線材料は同様に鱗状微細構造が見られなくなる。
【００２９】
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の処理温度は、580～830℃
、好ましくは600～800℃である。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の前記熱処理温度における
熱処理時間は、8s～55s、好ましくは10s～50sである。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の処理方式は、抵抗加熱、
輻射加熱、またはこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されない。
　もう一つの好適な例において、工程1）における前記熱処理の処理方式は、抵抗加熱と
輻射加熱の複合加熱方式である。
　もう一つの好適な例において、前記抵抗加熱はメッキ電極線自身の抵抗による発熱で行
われ、抵抗加熱を使用する場合、前記メッキ電極線に印加する出力は、0.1～10kW、好ま
しくは0.3～5kWである。
　もう一つの好適な例において、前記輻射加熱区間の輻射処理温度は、550～850℃、好ま
しくは600～800℃である。
【００３０】
　もう一つの好適な例において、前記輻射処理温度における輻射処理時間は、5～60s、好
ましくは15～30sである。
　もう一つの好適な例において、前記熱処理された電極線の直径は、0.03～5mmで、好ま
しくは0.05～4.5mmである。
　もう一つの好適な例において、前記熱処理された電極線は、第1の内層、第1の中間層お
よび第1の外層を含む。
　もう一つの好適な例において、第1の内層の直径は、0.02～4mmで、好ましくは0.5～3mm
である。
　もう一つの好適な例において、第1の中間層の厚さは3～30μm、好ましくは5～20μｍで
ある。
　もう一つの好適な例において、第1の外層の厚さは2～20μm、好ましくは5～10μｍであ
る。
　もう一つの好適な例において、工程2）における前記引張処理は、潤滑油槽で行われ、
かつ/または
　工程2）における前記引張処理は、室温で行われ、かつ/または
　工程2）における前記引張処理の引張速度は、600～1500m/minである。
【００３１】
　それは、本発明に係る製造方法において、工程2）の引張速度が1500m/min超の場合、当
該引張の過程で前記引張られる電極線は非常に断裂しやすくなる。工程2）の引張速度が6
00m/min未満の場合、前記引張を経て得られる電極線材料は顕著な鱗状微細構造が見られ
なくなる。
　もう一つの好適な例において、工程2）における前記引張処理の引張速度は、700～1400
m/min、好ましくは800～1300m/minである。
　もう一つの好適な例において、前記引張処理された電極線の直径は、0.1～1mmで、好ま
しくは0.15～0.6mmである。
【００３２】
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理の焼鈍処理温度は、20～1
00℃で、かつ/または
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　工程3）における前記焼鈍処理の前記焼鈍処理温度における焼鈍処理時間は、1s～20sで
ある。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理の焼鈍処理温度は、30～8
0℃、好ましくは35～70℃である。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理の前記焼鈍処理温度にお
ける焼鈍処理時間は、3s～15s、好ましくは4～10sである。
　もう一つの好適な例において、工程3）における前記焼鈍処理は、コイリング銅ロール
を電気加熱することによって行われ、焼鈍処理時の電圧は10～50Vで、電流は5～30Aであ
る。
【００３３】
　応用
　また、本発明は、前記電極線材料の使用であって、精密切断における使用を提供する。
　また、本発明は、前記電極線材料を含むか、または前記電極線材料で製造された製品を
提供する。
【００３４】
　既存技術と比べ、本発明は以下の主な利点を有する。
　（1）前記電極線材料は表面が鱗状微細組織で、当該特殊な生物模倣構造によって電極
線材料は冷却液に対して優れた冷却効果を有することで、より高い切断速度が得られ、そ
して得られる電極線材料の使用性能を顕著に向上させ、たとえば切断速度は通常の亜鉛メ
ッキ層を持つ銅電極線よりも10％～20％向上し、亜鉛メッキ層を含まない通常の銅線より
も少なくとも23％向上する。
　（2）前記電極線材料は表面の特殊な鱗状微細組織によって切断の過程で非常に低い抵
抗力を有し、かつ切粉が非常に順調に排出され、切断速度の向上に有利で、同時に切断試
料の表面粗さを低下させない。
　（3）前記電極線材料の製造方法は、プロセスが簡単、コストが低い、工業化生産が容
易といった利点を有する。
【００３５】
　以下、具体的な実施例によって、さらに本発明を説明する。これらの実施例は本発明を
説明するために用いられるものだけで、本発明の範囲の制限にはならないと理解されるも
のである。以下の実施例において、具体的な条件が記載されていない実験方法は、通常、
通常の条件、あるいはメーカーの薦めの条件で行われた。特に断らない限り、％と部は、
重量で計算される。
　別の定義がない限り、本文に用いられるすべての専門用語と科学用語は、本分野の技術
者に知られている意味と同様である。また、記載の内容と類似或いは同等の方法及び材料
は、いずれも本発明の方法に用いることができる。ここで記載の好ましい実施方法及び材
料は例示のためだけである。
【００３６】
　実施例1　　電極線材料1
　（1）銅合金線材の亜鉛メッキ：まず除錆、除油洗浄された直径が約1.5mmの銅合金線材
を電気メッキ設備に入れ、亜鉛メッキ処理を行い、亜鉛メッキのプロセスを調整すること
によって亜鉛メッキ層の厚さが約5μmの銅合金線材1を得た。
　（2）拡散熱処理：銅合金線材1に対して拡散熱処理を行い、加熱方式を抵抗/輻射の複
合加熱方式とし、銅合金線材1を0.05m/sで温度が750℃で、長さが1mの電気抵抗炉を通さ
せ、同時に当該線材に印加された出力は1kWで(本実施例において、複合加熱方式の相当熱
処理温度は800℃で、相当熱処理時間は20sであった)、金属メッキ層、相互拡散層および
銅合金基体層の3層構造の直径が約1.5mmの線材素材1を得た。
　（3）引張処理：上記を1000m/minの引張速度で直径が0.25mmの微細組織の電極線を製造
し、その後電圧30V、電流10A(線材にとって、相当焼鈍温度が40℃である)で応力焼鈍処理
を5s行い、電極線材料1を得た。
【００３７】
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　結果
　実施例1における熱処理された3層構造の線材素材1、得られた電極線材料1に対して表面
および断面プロフィールと成分の分析、接触角および切断性能などの測定を行った。
　
　図3は、実施例1における熱処理された3層構造の線材素材1のSEM断面プロフィール測定
の結果である。
　図3から、熱処理後、得られた線材素材1が合金基体層、相互拡散層および金属メッキ層
の3層構造を有し、ここで、合金基体層の直径は1.25mmで、相互拡散層の厚さは12μmで、
金属メッキ層の厚さは4μmであったことがわかる。
　さらにエネルギー分散型分光計で図3におけるポイント1、2、3、4、5、6および7の成分
を測定し、結果を表1に示す。
【００３８】
【表１】

【００３９】
　表1から、熱処理された3層構造の線材素材1は外から中へ半径方向(すなわちポイント1
から7へ)に沿ってZnの含有量が低くなっていき、Cuの含有量が高くなっていき、熱処理過
程は高温で空気の雰囲気において行われたため、外層にまだ微量のOが存在したことがわ
かる。上記結果では、熱処理過程において、亜鉛メッキ層と基体合金は顕著な相互拡散が
生じ、合金基体層、相互拡散層および金属メッキ層の3層構造が形成したことが示された
。
【００４０】
　図4は、実施例1で得られた電極線材料1のSEM表面プロフィール測定の結果である。ここ
で、(a)は魚の鱗のプロフィールで、(b)は電極線材料1の拡大したSEM表面プロフィールで
ある。
　図4から、実施例1で得られた電極線材料1の顕微表面に忠実度が非常に高い鱗状微細組
織を有し、かつ得られた電極線材1の直径は0.25mmであったことがわかる。
　図5は、実施例1で得られた電極線材料1のSEM断面プロフィール測定の結果である。
　図5から、実施例1で得られたで電極線材料1が合金基体層、相互拡散層および生物模倣
メッキ層を含む3層構造を有し、ここで、合金基体層の直径は0.25mmで、相互拡散層の厚
さは15μmで、金属メッキ層の厚さは5μmであったことがわかる。
【００４１】
　さらにエネルギー分散型分光計で図5におけるポイント1、2、3、4、5および6の成分を
測定し、結果を表2に示す。
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【表２】

表2から、得られた電極線材料1は外から中へ半径方向(すなわちポイント1から6へ)に沿っ
てZnの含有量が低くなっていき、Cuの含有量が高くなっていき、かつ外層にまだ微量のO
が存在したことがわかる。上記結果で、さらに、得られた鱗状微細組織の電極線材料は同
様に3層構造であることが示された。
【００４２】
　図6は、銅合金線材（すなわちメッキ層を含まない銅合金線材）、銅合金線材1（すなわ
ちメッキ層を含む銅合金線材）および電極線材料1の冷却液と接触角の測定結果である。
ここで、(a)は銅合金線材で、(b)は銅合金線材1で、(c)および(d)は鱗状微細組織電極線
材料1である。
　図6から、亜鉛メッキ層で被覆されていない銅合金線材および亜鉛メッキ層だけで被覆
されている銅合金線材と比べ、本発明の特定の鱗状微細組織を有する電極線材料1は冷却
液とより大きい接触角を有することで、切断過程における冷却液の電極線材料に対する潤
滑効果を顕著に改善することができることがわかる。
【００４３】
　図7は、銅合金線材、銅合金線材1および電極線材料1の相対切断速度の比較図である。
　図7から、本発明の鱗状微細組織の電極線材料1は、通常の亜鉛メッキ層で被覆されてい
ない銅合金線材よりも切断速度が約23％向上し、亜鉛メッキ層で被覆されている銅合金線
材1よりも切断速度が約16％向上したことがわかる。
【００４４】
　図8は、工具鋼の試料がそれぞれ銅合金線材1および電極線材料1によって同様の切断速
度で切断された後の3次元プロフィール測定の結果である。ここで、(a)は銅合金線材1に
よって切断された後の試料の3次元プロフィールで、(b)は鱗状微細組織電極線材料1によ
って切断された後の3次元プロフィールである。
　図8から、鱗状微細組織の電極線材料1で切断された試料の表面粗さは、銅合金線材1で
切断された試料の表面粗さに相当することがわかる。
　また、銅合金線材、銅合金線材1および電極線材料1の力学的性能に対する測定の結果で
は、三者は同等の引張強度(約1100MPa)および伸び率(約5％)を有することが示された。
【００４５】
　実施例2　　電極線材料2
　（1）銅合金線材の亜鉛メッキ：まず除錆、除油洗浄された直径が約1mmの銅合金線材を
電気メッキ設備に入れ、亜鉛メッキ処理を行い、亜鉛メッキのプロセスを調整することに
よって亜鉛メッキ層の厚さが約10μmの銅合金線材2を得た。
　（2）拡散熱処理：銅合金線材2に対して拡散熱処理を行い、加熱方式を抵抗/輻射の複
合加熱方式とし、銅合金線材2を0.02m/sで温度が650℃で、長さが1mの電気抵抗炉を通さ
せ、同時に当該線材に印加された出力は0.5KWで(本実施例において、複合加熱方式の相当
熱処理温度は690℃で、相当熱処理時間は50sであった)、金属メッキ層、相互拡散層およ
び銅合金基体層の3層構造の直径が1.5mmの線材素材2を得た。
　（3）引張処理：上記熱処理された3層構造の線材素材2を1200m/minの引張速度で直径が
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0.25mmの微細組織の電極線を製造し、その後電圧30V、電流10A(線材にとって、相当焼鈍
温度が40℃である)で応力焼鈍処理を5s行い、電極線材料2を得た。
【００４６】
　実施例3　　電極線材料3
　（1）銅合金線材の亜鉛メッキ：まず除錆、除油洗浄された直径が1.2mmの銅合金線材を
電気メッキ設備に入れ、亜鉛メッキ処理を行い、亜鉛メッキのプロセスを調整することに
よって亜鉛メッキ層の厚さが約10μmの銅合金線材3を得た。
　（2）拡散熱処理：銅合金線材1に対して拡散熱処理を行い、加熱方式を抵抗/輻射の複
合加熱方式とし、銅合金線材3を0.1m/sで温度が680℃で、長さが1mの電気抵抗炉を通させ
、同時に当該線材に印加された出力は1KWで(本実施例において、複合加熱方式の相当熱処
理温度は710℃で、相当熱処理時間は10sであった)、金属メッキ層、相互拡散層および銅
合金基体層の3層構造の線材素材3を得た。
　（3）引張処理：上記熱処理された3層構造の線材素材3を1000m/minの引張速度で直径が
0.2mmの微細組織の電極線を製造し、その後電圧30V、電流10A(線材にとって、相当焼鈍温
度が40℃である)で応力焼鈍処理を5s行い、電極線材料3を得た。
【００４７】
　実施例4　　電極線材料4
　（1）銅合金線材の亜鉛メッキ：まず除錆、除油洗浄された直径が1.5mmの銅合金線材を
電気メッキ設備に入れ、亜鉛メッキ処理を行い、亜鉛メッキのプロセスを調整することに
よって亜鉛メッキ層の厚さが約8μmの銅合金線材4を得た。
　（2）拡散熱処理：銅合金線材4に対して拡散熱処理を行い、加熱方式を抵抗/輻射の複
合加熱方式とし、銅合金線材4を0.05m/sで温度が700℃で、長さが1mの電気抵抗炉を通さ
せ、同時に当該線材に印加された出力は1.5KWで(本実施例において、複合加熱方式の相当
熱処理温度は780℃で、相当熱処理時間は20sであった)、金属メッキ層、相互拡散層およ
び銅合金基体層の4層構造の線材素材4を得た。
　（3）引張処理：上記熱処理された4層構造の線材素材4を800m/minの引張速度で直径が0
.3mmの微細組織の電極線を製造し、その後電圧30V、電流10A(線材にとって、相当焼鈍温
度が40℃である)で応力焼鈍処理を5s行い、電極線材料3を得た。
【００４８】
　結果
　図9は、実施例2～4で得られた電極線材料2～4のSEM表面プロフィール測定の結果である
。ここで、(a)は電極線材料2で、(b)は電極線材料3で、(c)は電極線材料4である。
　図9から、本発明の特定の電気メッキ処理プロセス、熱処理プロセス、引張処理プロセ
スおよび焼鈍処理プロセスによって処理して得られた電極線材料2～4はいずれも鱗状微細
組織の表面プロフィールを示したことがわかる。
【００４９】
　比較例1　　電極線材料C1
　実施例1と同様にし、異なるところは熱処理温度が500℃であることにある。
　結果
　図10は、比較例1で得られた電極線材料C1のSEM表面プロフィール測定の結果である。
　図10から、比較例1の前記熱処理温度で処理したところ、得られた電極線材料C1の表面
に顕著な鱗状構造が現れず、当該電極線材料C1で工具鋼試料の切断を行ったところ、通常
の亜鉛メッキ銅線材と比べ、その切断速度はほぼ同じであったことがわかる。
【００５０】
　比較例2　　電極線材料C2
　実施例1と同様にし、異なるところは熱処理温度が880℃であることにある。
　結果
　図11は、比較例2で得られた電極線材料C2のSEM表面プロフィール測定の結果である。
　図11から、当該熱処理温度で処理して得られた電極線材料C2の表面に大量の微細な罅が
現れ、そして顕著な微細組織が見られず、当該電極線材料C2で工具鋼試料の切断を行った
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ところ、通常の亜鉛メッキ銅線材と比べ、その切断速度はほぼ同じであったことがわかる
。
【００５１】
　各文献がそれぞれ単独に引用されるように、本発明に係るすべての文献は本出願で参考
として引用する。また、本発明の上記の内容を読み終わった後、この分野の技術者が本発
明を各種の変動や修正をすることができるが、それらの等価の様態のものは本発明の請求
の範囲に含まれることが理解されるはずである。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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